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令和３年６月市議会定例会議案目録 

 

議 案 番 号 件        名 関 係 部 等 頁 

議案第５２号 専決処分の承認を求めることについて 財 務 部 １ 

議案第５３号 専決処分の承認を求めることについて 財 務 部 別冊 

議案第５４号 令和３年度木更津市一般会計補正予算（第２号） 財 務 部 別冊 

議案第５５号 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 部 ５ 

議案第５６号 
木更津市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正す

る条例の制定について 
財 務 部 ６ 

議案第５７号 
木更津市税条例等の一部を改正する条例の制定につい

て 
財 務 部 ７ 

議案第５８号 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

健康こども部 １５ 

議案第５９号 
木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 
健康こども部 １６ 

議案第６０号 財産（物品）の取得について 教 育 部 １８ 

議案第６１号 
原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解につ

いて 
環 境 部 １９ 

議案第６２号 市道路線の認定について 都 市 整 備 部 ２０ 

 



議案第５２号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

  令和３年６月３日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

提案理由 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）の施行に伴い、木更津市税条例（昭

和３６年木更津市条例第４４号）の一部を改正する必要が生じ、特に緊急を要するため議会を招

集する時間的余裕がないことが明らかであると認めたため、同条例の一部を改正する条例を令和

３年３月３１日専決処分したので報告し、承認を求めようとするものである。 
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専決第９号 

木更津市税条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和３年３月３１日専決処分 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

木更津市条例第２１号 

木更津市税条例の一部を改正する条例 

木更津市税条例（昭和３６年木更津市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

第８１条の４第１号及び第２号中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加える。 

附則第９条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度ま

で」に改め、同条第８号中「附則第１９条の３第４項」を「附則第１９条の３第５項」に改める。 

附則第１０条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度

まで」に改め、同条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年

度まで」に改め、「加算した額」の次に「（令和３年度分の固定資産税にあつては、前年度分の

固定資産税の課税標準額）」を加え、同条第４項及び第５項中「平成３０年度から令和２年度ま

で」を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

附則第１０条の２中「地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）附則第１８

条」を「地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附則第１４条」に、「平成３

０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

附則第１１条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度 

まで」に改め、同条中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」 

に改め、「定める率を乗じて得た額」の次に「。以下この条において同じ。」を、「負担調整率

を乗じて得た額」の次に「（令和３年度分の固定資産税にあつては、前年度分の固定資産税の課

税標準額）」を加える。 

 附則第１１条の２第１項中「場合の」を「場合における」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 令和２年度分の固定資産税について木更津市税条例の一部を改正する条例（令和３年木更津

市条例第２１号）による改正前の木更津市税条例（以下「令和３年改正前の条例」という。）

附則第１１条の２第３項において準用する同条第１項ただし書の規定の適用を受けた市街化区

域農地に対して課する令和３年度分の固定資産税の額は、前項の規定により算定した当該市街
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化区域農地に係る令和３年度分の固定資産税額が、当該市街化区域農地に係る令和２年度分の

固定資産税に係る令和３年改正前の条例附則第１１条の２第３項において準用する同条第１項

ただし書に規定する固定資産税の課税標準となるべき額を当該市街化区域農地に係る令和３年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額を超える場合には、

当該固定資産税額とする。 

附則第１１条の３第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年

度まで」に改め、「加算した額」の次に「（令和３年度分の固定資産税にあつては、前年度分の

固定資産税の課税標準額）」を加える。 

附則第１２条中「同条第１項」を「附則第１１条の２第１項（同条第３項において準用する場

合を含む。）又は第４項」に改める。 

附則第１３条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度ま

で」に改め、同条第２項中「令和３年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改める。 

附則第１３条の３中「同条第４項」の次に「又は第５項」を加え、「令和３年３月３１日」を

「令和３年１２月３１日」に改める。 

附則第１３条の３の２第２項中「同条第２項」の次に「又は第３項」を、「同条第４項」の次

に「又は第５項」を加える。 

附則第１７条の前の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５

年度まで」に改め、同条中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度

まで」に改め、「加算した額」の次に「（令和３年度分の都市計画税にあつては、前年度分の都

市計画税の課税標準額）」を加える。 

附則第１７条の４及び第１７条の５中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度か

ら令和５年度まで」に改める。 

附則第１７条の６中「地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）附則第１８

条」を「地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附則第１４条」に、「平成３

０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に改める。 

附則第１８条の見出し中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度 

まで」に改め、同条中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」 

に改め、「定める率を乗じて得た額」の次に「。以下この条において同じ。」を、「負担調整率

を乗じて得た額」の次に「（令和３年度分の都市計画税にあつては、前年度分の都市計画税の課
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税標準額）」を加える。 

附則第１９条中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令和５年度まで」に

改め、「加算した額」の次に「（令和３年度分の都市計画税にあつては、前年度分の都市計画税

の課税標準額）」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の木更津市税条例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産

税に関する部分は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２年度分まで

の固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、この条例の施行の日（以下「

施行日」という。）以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境

性能割について適用し、施行日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税

の環境性能割については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和３年度以後の年度分の都市計画税につ

いて適用し、令和２年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 
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議案第５５号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

住              所 氏    名 生 年 月 日  

□□□□□□□□□□ 大河原  敏 雄 □□□□□□□□□□ 

令和３年６月３日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

木更津市区域の人権擁護委員大網チトセ氏の任期満了に伴い、委員候補者の推薦依頼があった

ので、大河原敏雄氏を後任の委員の候補者として法務大臣に対して推薦するため、議会の意見を

求めるものである。 



議案第５６号 

木更津市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和３年６月３日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

木更津市条例第  号 

木更津市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

 木更津市固定資産評価審査委員会条例（昭和２６年木更津市条例第４５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条中第４項を削り、第５項を第４項とし、第６項を第５項とする。 

第８条第５項中「記載し、提出者がこれに署名、捺印しなければ」を「記載しなければ」に改

める。 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

提案理由 

審査申出書及び口述書における押印を不要とするため、関係条文の整備をしようとするもので

ある。 
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議案第５７号 

木更津市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

木更津市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和３年６月３日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

木更津市条例第  号 

木更津市税条例等の一部を改正する条例 

 （木更津市税条例の一部改正） 

第１条 木更津市税条例（昭和３６年木更津市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

  第２４条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に

限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

  第３６条の３の２第４項中「所得税法第１９８条第２項に規定する納税地の所轄税務署長の

承認を受けている」を「令第４８条の９の７の２において準用する令第８条の２の２に規定す

る要件を満たす」に改め、「次条第４項」の次に「及び第５３条の９第３項」を加える。 

  第３６条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の者に限る」に

改め、同条第４項中「所得税法第２０３条の６第６項に規定する納税地の所轄税務署長の承認

を受けている」を「令第４８条の９の７の３において準用する令第８条の２の２に規定する要

件を満たす」に改める。 

  第５３条の８第１項第１号中「本条、次条第２項及び」を「この条、次条第２項及び第３項

並びに」に改める。 

  第５３条の９に次の２項を加える。 

３ 第１項の退職手当等の支払を受ける者は、退職所得申告書の提出の際に経由すべき退職手

当等の支払をする者が令第４８条の１８において準用する令第８条の２の２に規定する要件

を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該退職所得申告書の提出に代えて、

当該退職手当等の支払をする者に対し、当該退職所得申告書に記載すべき事項を電磁的方法

により提供することができる。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第２項の規定の適用については、同項中「退職所得

申告書が」とあるのは「退職所得申告書に記載すべき事項を」と、「支払をする者に受理さ

れたとき」とあるのは「支払をする者が提供を受けたとき」と、「受理された時」とあるの
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は「提供を受けた時」とする。 

附則第３条の３第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養

親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

附則第４条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第８条の２第３項を削り、同条第４項中「附則第１５条第１９項」を「附則第１５条第

１６項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項中「附則第１５条第２６項」を「附則第

１５条第２３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項中「附則第１５条第２７項第１

号」を「附則第１５条第２４項第１号」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７項中「附則

第１５条第２７項第２号」を「附則第１５条第２４項第２号」に改め、同項を同条第６項とし、

同条第８項中「附則第１５条第２７項第３号」を「附則第１５条第２４項第３号」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第９項中「附則第１５条第２８項第１号」を「附則第１５条第２５

項第１号」に改め、同項を同条第８項とし、同条第１０項中「附則第１５条第２８項第２号」

を「附則第１５条第２５項第２号」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第

１５条第３０項第１号イ」を「附則第１５条第２７項第１号イ」に改め、同項を同条第１０項 

とし、同条第１２項中「附則第１５条第３０項第１号ロ」を「附則第１５条第２７項第１号ロ」 

に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「附則第１５条第３０項第１号ハ」を「附

則第１５条第２７項第１号ハ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項中「附則第１

５条第３０項第１号ニ」を「附則第１５条第２７項第１号ニ」に改め、同項を同条第１３項と

し、同条第１５項中「附則第１５条第３０項第２号イ」を「附則第１５条第２７項第２号イ」

に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「附則第１５条第３０項第２号ロ」を「附

則第１５条第２７項第２号ロ」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項中「附則第１

５条第３０項第２号ハ」を「附則第１５条第２７項第２号ハ」に改め、同項を同条第１６項と

し、同条第１８項中「附則第１５条第３０項第３号イ」を「附則第１５条第２７項第３号イ」

に改め、同項を同条第１７項とし、同条第１９項中「附則第１５条第３０項第３号ロ」を「附

則第１５条第２７項第３号ロ」に改め、同項を同条第１８項とし、同条第２０項中「附則第１

５条第３０項第３号ハ」を「附則第１５条第２７項第３号ハ」に改め、同項を同条第１９項と

し、同条第２１項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３０項」に改め、同項を同

条第２０項とし、同条第２２項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改

め、同項を同条第２１項とし、同条第２３項中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第
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３５項」に改め、同項を同条第２２項とし、同条第２４項を削り、同条第２５項中「附則第１

５条第４７項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同項を同条第２３項とし、同項の次に次

の１項を加える。 

 ２４ 法附則第１５条第４６項に規定する市の条例で定める割合は、３分の１とする。 

  附則第８条の２中第２６項を第２５項とし、第２７項を第２６項とする。 

  附則第９条の２の見出し中「令和元年度又は令和２年度」を「令和４年度又は令和５年度」 

に改め、同条第１項中「令和元年度分又は令和２年度分」を「令和４年度分又は令和５年度分」 

に改め、同条第２項中「令和元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」を「令和４年度適

用土地又は令和４年度類似適用土地」に、「令和２年度分」を「令和５年度分」に改める。 

附則第１０条第２項及び第３項並びに第１１条の３第２項中「平成３０年度から令和２年度

までの各年度分」を「令和４年度分及び令和５年度分」に改める。 

附則第１４条第１項中「第５項」を「第８項」に改め、同条第２項中「、当該軽自動車が平

成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和 

２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条第３項中「この項及び次項」を「この条」 

に改め、「、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条

第４項中「、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、同条

に次の３項を加える。 

 ６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用の乗用のも

のを除く。）に対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が令和３年４月１日

から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自

動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

 ７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（営業用の乗用

のものに限る。）に対する第８２条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令和

３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４
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年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種

別割に限り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

 ８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定の

適用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに限る。）に対する第８２条の規定の適用に

ついては、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン

軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

  附則第１４条の２第１項中「第５項」を「第８項」に改める。 

  附則第１６条の９に次の１項を加える。 

 ２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症特例法第６条の２

第１項の規定の適用を受けた場合における附則第５条の３の２第１項の規定の適用について

は、同項中「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」と、「令和３年」とあるのは「令

和４年」とする。 

附則第１７条の２、第１７条の３及び第１９条の２中「平成３０年度から令和２年度までの

各年度分」を「令和４年度分及び令和５年度分」に改める。 

附則第２２条中「第１３項、第１８項から第２２項まで、第２４項、第２５項、第２９項、

第３３項、第３７項から第３９項まで、第４２項から第４４項まで、第４７項若しくは第４８

項」を「第１０項、第１５項から第１９項まで、第２１項、第２２項、第２６項、第２９項、

第３３項から第３５項まで、第３７項から第３９項まで、第４２項若しくは第４３項」に改め

る。 

 （木更津市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 木更津市税条例等の一部を改正する条例（令和２年木更津市条例第２２号）の一部を次

のように改正する。 

第２条のうち、木更津市税条例第４８条第１０項の改正規定中「第３２１条の８第５２項」

を「第３２１条の８第６０項」に、「同条第５２項」を「同条第６０項」に改め、同条第１６
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項の改正規定中「第３２１条の８第６１項」を「第３２１条の８第６９項」に改める。 

第２条のうち、木更津市税条例第５０条第４項の改正規定中「「又は第３１項」に」の次に

「、「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」に」を加える。 

第２条のうち、木更津市税条例第５２条の改正規定中「第５２条第４項」を「第５２条第３

項中「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」に改め、同条第４項」に

改める。 

第２条のうち、木更津市税条例附則第３条の２第２項の改正規定の次に次のように加える。 

附則第３条の２の２第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８１条の２４第１項の

規定により延長された法第３２１条の８第４項に規定する申告書の提出期限」を削り、同条

第２項中「又は法第３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間」を

削る。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

⑴ 第１条中木更津市税条例附則第４条の改正規定 令和４年１月１日

⑵ 第１条中木更津市税条例第２４条第２項及び第３６条の３の３第１項の改正規定並びに同

条例附則第３条の３第１項の改正規定並びに次条第３項の規定 令和６年１月１日 

⑶ 附則第３条第４項及び第５項の規定 産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令

和３年法律第  号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日 

⑷ 第１条中木更津市税条例附則第８条の２中第２５項を第２３項とし、同項の次に１項を加

える改正規定（第２４項に係る部分に限る。） 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改

正する法律（令和３年法律第３１号）の施行の日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の木更津市税条例（以下「新条例」という。）第３６条の３

の２第４項の規定は、この条例の施行の日（以下この条において「施行日」という。）以後に

行う同項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について

適用し、施行日前に行った第１条の規定による改正前の木更津市税条例（次項において「旧条

例」という。）第３６条の３の２第４項に規定する電磁的方法による同項に規定する申告書に
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記載すべき事項の提供については、なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の３第４項の規定は、施行日以後に行う新条例第３６条の３の２第４項

に規定する電磁的方法による新条例第３６条の３の３第４項に規定する申告書に記載すべき事

項の提供について適用し、施行日前に行った旧条例第３６条の３の２第４項に規定する電磁的

方法による旧条例第３６条の３の３第４項に規定する申告書に記載すべき事項の提供について

は、なお従前の例による。 

３ 新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和３年度

以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

２ 平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部を改正

する法律（令和３年法律第７号。第５項において「改正法」という。）第１条の規定による改

正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第４項において「旧法」という。）附

則第１５条第８項に規定する雨水貯留浸透施設に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 

３ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日から令和３年３月３１日まで

の期間（以下この項において「適用期間」という。）内に旧法附則第１５条第４１項に規定す

る中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条第４１項に規

定する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条第４１項に規定する機械装置等（

以下この項において「機械装置等」という。）（中小事業者等が、同条第４１項に規定するリ

ース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により機械装置等を引き

渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条第４１項に規定する先端設備等

に該当する機械装置等を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該機

械装置等を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４ 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日から令和３年３月３

１日までの期間（以下この項において「適用期間」という。）内に旧法附則第６４条に規定す

る中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取
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得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する家屋及び構築物（中小事業者等

が、同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約に

より家屋及び構築物を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規

定する先端設備等に該当する家屋及び構築物を、適用期間内にリース取引により引渡しを受け

た場合における当該家屋及び構築物を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 

５ 新条例附則第８条の２第２６項の規定は、令和３年４月１日以後に改正法第１条の規定によ

る改正後の地方税法附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者

等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条 

に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、 

同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約により 

特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が当該特例対象資産のうち、機械及び装置、

工具、器具及び備品並びに同条に規定する建物附属設備にあっては生産性向上特別措置法の施

行の日以後、家屋及び構築物にあっては地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２

６号）の施行の日以後に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産を、令 

和３年４月１日以後にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含む。） 

に対して課する附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日（当該

施行の日が１月１日である場合には、同日）を賦課期日とする年度以後の年度分の固定資産税

について適用する。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和３年度以後の年度分の軽自動

車税の種別割について適用し、令和２年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前

の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第５条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和３年度以後の年度分の都市計画税につ

いて適用し、令和２年度分までの都市計画税に関する部分は、なお従前の例による。 
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提案理由 

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）の施行に伴い、関係条例の整備をし

ようとするものである。 
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議案第５８号 

   木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和３年６月３日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦 

木更津市条例第  号 

   木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準を定める条例 

木更津市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準を定める条例（平成２６年木更津市条例第１７号）の一部を次のように改正す

る。 

第４２条第４項第１号中「第２４条第３項」の次に「（同法附則第７３条第１項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）」を加え、同条第５項中「、次」を「次」に、「行う者」を

「行う施設」に改める。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関

する基準の一部を改正する内閣府令（令和３年内閣府令第２３号）の施行に伴い、関係条文の整

備をしようとするものである。 
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議案第５９号 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例の制定について 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

令和３年６月３日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条  

例 

木更津市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年木更津市条

例第１８号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条）」を 

「第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８条） 
に改める。 

第６章 雑則（第４９条）           」 

 第６条第１項中「第３号」を「以下この条」に改め、同項第３号中「この号」の次に「及び第

４項第１号」を加え、同条第５項中「、次」を「次」に、「行う者」を「行う施設」に改める。 

 本則に次の１章を加える。 

第６章 雑則 

（電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについては、書面

に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。）により行うことができる。 

   附 則 

この条例は、令和３年７月１日から施行する。ただし、第６条の改正規定は、公布の日から施 
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行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令

第５２号）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和３年厚

生労働省令第５５号）の施行に伴い、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第６０号 

財産（物品）の取得について 

市は、次のとおり財産を取得する。 

令和３年６月３日提出 

木更津市長 渡 辺  芳 邦 

１ 財 産 名  電子黒板 

２ 財産の概要  電子黒板 ４３９台 

３ 取 得 金 額  １５３，７８０，０００円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

４ 取得の相手方  千葉市中央区問屋町１番３５号 

株式会社大崎コンピュータエンヂニアリング 千葉支店 

支店長 堀 裕二 

５ 契約の方法 指名競争入札 

提案理由 

電子黒板の購入に伴い、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年木更津市条例第９号）第３条の規定により、議会の議決を得ようとするものである。 
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議案第６１号 

 原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解について 

市は、次のとおり和解する。 

  令和３年６月３日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

１ 和 解 額  ３１，９３８，８５２円 

２ 和解の相手方 東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 

東京電力ホールディングス株式会社 

代表執行役社長 小早川 智明 

３ 和解の理由 東日本大震災による原子力発電所の事故により放射性物質が拡散した。 

 これに対応するため、市は、溶融飛灰から放射性物質が検出されたこと

に伴い、従前の処分場で溶融飛灰の処分が出来なくなったことによる従前

の処分費の差額として、３１，９３８，８５２円を支出した。 

原子力損害賠償責任は、原則として原子力事業者の無過失責任であるこ

とから、上記和解額を相手方が市に支払い、和解の理由に記載した費用（

損害）の部分に限り、和解する。 

提案理由 

 原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解について、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を得ようとするものである。 
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議案第６２号 

市道路線の認定について 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、木更津市道路線を次のとお

り認定する。 

令和３年６月３日提出 

木更津市長  渡 辺 芳 邦 

整理 

番号 
路 線 名 

起 点 

終 点 

１ 
市  道 
２５０４ 
号  線 

高柳字下花立１５７５番５地先 

高柳字下花立１５７５番９地先 

2 
市  道 
２５０５ 
号  線 

長須賀字町田前５６６番３地先 

長須賀字町田前５６６番６地先 

３ 
市  道 
６６５５ 
号  線 

清見台南四丁目１３番１地先 

清見台南四丁目１３番１１地先 

４ 
市  道 
２５０６ 
号  線 

高柳字上長須賀境１６４９番１地先 

高柳字上長須賀境１６４９番１５地先 

５ 
市  道 
２５０７ 
号  線 

長須賀字町田前５５５番４地先 

長須賀字町田前５５５番１地先 

６ 
市  道 
２５０８ 
号  線 

吾妻字橘１６７番５地先 

吾妻字橘１６７番１地先 

７ 
市  道 
４４１０ 
号  線 

桜井字鶴ケ岡８３５番１地先 

桜井字鶴ケ岡８３４番９地先 

提案理由 

開発行為により築造された道路及び新設される道路を市道に認定するため、道路法（昭和２７

年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、議会の議決を得ようとするものである。 

20




